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「記録系特殊取扱のサービス改定」に伴う入札手続における
提出資料等の郵送方法の変更について（通知）
　　長崎県において、入札に関する提出資料等を郵送により提出する場合は、一般書留又は簡易書留又は配達記録等の記録系特殊取扱のサービスを追加することとしています。

　　しかし、郵便事業株式会社が平成20年12月５日に報道発表しておりますとおり、平成
21年３月１日より記録系特殊取扱のサービスが改定されます。（別添「記録系特殊取扱のサービス改定に係る認可取得について」参照。）
　　そこで、今般、下記のとおり取扱いを定めましたので、通知します。

記
１．取扱い
　　配達記録郵便が廃止されることに伴い、入札・契約制度に係る諸要綱、要領及び通達等で、郵送方法が、「一般書留郵便又は簡易書留郵便又は配達記録郵便」となっているものについては、「一般書留郵便又は簡易書留郵便」に、「配達記録郵便」に限定しているものについては、「簡易書留郵便」に変更するものとする。
　　なお、「特定記録郵便」は認めないものとする。
　　さらに、諸要綱、要領及び通達等の該当箇所の改正については、順次行っていくものとする。

2． 記録系特殊取扱のサービスの改定内容

　（変更前：平成21年２月28日まで）

	名称
	一般書留
	簡易書留
	配達記録

	料金
	最低料金420円（※①）
	350円
	210円

	賠償金額
	最高金額500万円
	５万円
	なし

	追跡サービスの利用
	可能
	可能
	可能

	配達方法
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）



　（変更後：平成21年３月１日以降）　　　　　　　　　　（廃止）　　　　（新設）

	名称
	一般書留
	簡易書留
	配達記録
	特定記録

	料金
	最低料金420円（※①）
	300円
	廃　　　止
	160円

	賠償金額
	最高金額500万円
	５万円
	
	なし

	追跡サービスの利用
	可能
	可能
	
	可能

	配達方法
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）
	
	郵便受箱（※③）


※①　賠償金額が10万円までで、賠償金額を５万円プラスする毎に20円が加算されていく。

※②　受取時に受取人の受領印若しくはサインが必要であり、受取人が不在の際には、不在連絡票を入れ、配達員は当該郵便物を持ち帰る。

※③　配達は受取人の郵便受箱（ポスト）への投函となり、受取人の受領印若しくはサインはもらわずに配達される。
３．考え方

　　「配達記録郵便」に代わるものとして、「特定記録郵便」が新設されたが、配達方法が受取人の郵便受箱への投函となるため、より早く確実に担当者のもとへ届くことを担保するために、配達方法が対面配達となる「一般書留郵便」又は「簡易書留郵便」に限定し、「特定記録郵便」は利用しないものとする。

4． 適用
郵便事業株式会社の実施日からとする。
５．本通知に関係する要綱、要領及び通達等
　 1)　長崎県建設工事一般競争入札実施要綱（平成15年６月27日付け長崎県告示第780号）様式第２号（その１）及び様式第２号（その２）
　 2)　長崎県建設工事電子入札実施要綱（平成18年１月５日付け17監第426号）第11条第１項
　 3)　長崎県建設工事総合評価落札方式（簡易型）試行要領（平成19年１月19日付け18監第467号）５の（１）
　 4)　 長崎県建設工事総合評価落札方式（標準型）試行要領（平成19年１月19日付け18監第468号）５の（１）
　 5)　長崎県水産部及び土木部所管建設工事建設工事郵便入札試行要領（平成20年８月12日付け20漁第191号及び20建企第331号）第７条第２項
　 6)　一般競争入札（制限付き：単体用　試行要綱適用工事）の公告作成例
　 7)　総合評価落札方式（簡易型）の公告作成例
　 8)　総合評価落札方式（標準型：ＷＴＯ以外：単体用）の公告作成例

　 9)　総合評価落札方式（標準型：ＷＴＯ以外：ＪＶ用）の公告作成例

６．問い合わせ先

　　長崎県　土木部　建設企画課　公共工事契約指導班

　　・電話番号　　　：０９５－８９４－３０２７

　　・ＦＡＸ番号　　：０９５－８９４－３４６１

　　・メールアドレス：s08080@pref.nagasaki.lg.jp
　　
２０建企第６６３号
平成２１年　１月１６日
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「記録系特殊取扱のサービス改定」に伴う入札手続における

提出資料等の郵送方法の変更について（通知）

　　長崎県において、入札に関する提出資料等を郵送により提出する場合は、一般書留又は簡易書留又は配達記録等の記録系特殊取扱のサービスを追加することとしています。

　　しかし、郵便事業株式会社が平成20年12月５日に報道発表しておりますとおり、平成21年３月１日より記録系特殊取扱のサービスが改定されます。（別添「記録系特殊取扱のサービス改定に係る認可取得について」参照。）

　　そこで、今般、下記のとおり取扱いを定めましたので、通知します。

記

１．取扱い

　　配達記録郵便が廃止されることに伴い、入札・契約制度に係る諸要綱、要領及び通達等で、郵送方法が、「一般書留郵便又は簡易書留郵便又は配達記録郵便」となっているものについては、「一般書留郵便又は簡易書留郵便」に、「配達記録郵便」に限定しているものについては、「簡易書留郵便」に変更するものとする。

　　なお、「特定記録郵便」は認めないものとする。

　　さらに、諸要綱、要領及び通達等の該当箇所の改正については、順次行っていくものとする。

2． 記録系特殊取扱のサービスの改定内容

　（変更前：平成21年２月28日まで）

	名称
	一般書留
	簡易書留
	配達記録

	料金
	最低料金420円（※①）
	350円
	210円

	賠償金額
	最高金額500万円
	５万円
	なし

	追跡サービスの利用
	可能
	可能
	可能

	配達方法
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）



　（変更後：平成21年３月１日以降）　　　　　　　　　　（廃止）　　　　（新設）

	名称
	一般書留
	簡易書留
	配達記録
	特定記録

	料金
	最低料金420円（※①）
	300円
	廃　　　止
	160円

	賠償金額
	最高金額500万円
	５万円
	
	なし

	追跡サービスの利用
	可能
	可能
	
	可能

	配達方法
	対面配達（※②）
	対面配達（※②）
	
	郵便受箱（※③）


※①　賠償金額が10万円までで、賠償金額を５万円プラスする毎に20円が加算されていく。

※②　受取時に受取人の受領印若しくはサインが必要であり、受取人が不在の際には、不在連絡票を入れ、配達員は当該郵便物を持ち帰る。

※③　配達は受取人の郵便受箱（ポスト）への投函となり、受取人の受領印若しくはサインはもらわずに配達される。

３．考え方

　　「配達記録郵便」に代わるものとして、「特定記録郵便」が新設されたが、配達方法が受取人の郵便受箱への投函となるため、より早く確実に担当者のもとへ届くことを担保するために、配達方法が対面配達となる「一般書留郵便」又は「簡易書留郵便」に限定し、「特定記録郵便」は利用しないものとする。

４．適用

郵便事業株式会社の実施日からとする。
５．本通知に関係する要綱、要領及び通達等

　 1)　長崎県建設工事一般競争入札実施要綱（平成15年６月27日付け長崎県告示第780号）様式第２号（その１）及び様式第２号（その２）

　 2)　長崎県建設工事電子入札実施要綱（平成18年１月５日付け17監第426号）第11条第１項

　 3)　長崎県建設工事総合評価落札方式（簡易型）試行要領（平成19年１月19日付け18監第467号）５の（１）

　 4)　 長崎県建設工事総合評価落札方式（標準型）試行要領（平成19年１月19日付け18監第468号）５の（１）

　 5)　長崎県水産部及び土木部所管建設工事建設工事郵便入札試行要領（平成20年８月12日付け20漁第191号及び20建企第331号）第７条第２項

６．問い合わせ先

　　長崎県　土木部　建設企画課　公共工事契約指導班

　　・電話番号　　　：０９５－８９４－３０２７

　　・ＦＡＸ番号　　：０９５－８９４－３４６１

　　・メールアドレス：s08080@pref.nagasaki.lg.jp
　　
